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○田川市中小企業融資制度審議会条例

昭和47年4月1日

条例第9号

(目的)

第1条　この条例は、田川市中小企業融資制度審議会の設置、所掌事務、組織及び運営等に関し、必

要な事項を定めることを目的とする。

(設置)

第2条　中小企業に対する融資の円滑な運営を図るため、この融資制度に関し、審議する機関として

田川市中小企業融資制度審議会(以下「審議会」という。)を置く。

(所掌事務)

第3条　審議会は、市長の諮問に応じ、中小企業融資制度及びその運営について審議する。

(組織)

第4条　審議会は、委員15人以内をもって組織する。

2　委員は、次の各号に掲げる者の中から市長が委嘱する。

(1)　取扱金融機関代表者

(2)　中小企業代表者

(3)　学識経験者

(平成31条例6・一部改正)

(会長)

第5条　審議会に会長を置き、委員の互選により選任する。

2　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

3　会長に事故あるときは、あらかじめ会長の指名する者が、その職務を代理する。

(任期)

第6条　委員の任期は、2年とする。ただし、任期中であってもその本来の職を離れたときは、委員

の職を失うものとする。

2　補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

(会議)

第7条　審議会の会議は、必要に応じ、会長が招集する。

2　審議会の議長には、会長があたる。

3　審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

(委任)

第8条　この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。

(平成23条例12・旧第9条繰上)

附　則

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和51年2月14日条例第1号)抄

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和53年7月12日条例第13号)抄

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和63年4月1日条例第19号)抄

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成3年12月12日条例第25号)抄

(施行期日)

1　この条例は、平成4年4月1日から施行する。

附　則(平成8年7月5日条例第4号)抄

(施行期日)

1　この条例は、平成8年8月1日から施行する。
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附　則(平成16年3月30日条例第15号)

この条例は、平成16年4月1日から施行する。

附　則(平成17年3月31日条例第9号)

この条例は、平成17年4月1日から施行する。

附　則(平成18年3月30日条例第12号)

この条例は、平成18年4月1日から施行する。

附　則(平成19年7月13日条例第13号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成23年7月13日条例第12号)

この条例は、平成23年8月1日から施行する。

附　則(平成31年3月15日条例第6号)

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。

(経過措置)

2　この条例による改正後の田川市中小企業融資制度審議会条例の改定は、この条例の施行日以降新

たに委員に委嘱する者から適用し、同日前までに委員に委嘱した者については、なお従前の例に

よる。
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令和５年度第１回田川市中小企業融資制度審議会

事務局説明資料

２０２４年３月１４日

田川市 産業振興課

資料３



１. 田川市中小企業融資制度等の状況
（報告第１号）

２.田川市中小企業融資制度に係る令和６年度預託金配分（案）
（議案第１号）

３. 田川市中小企業融資制度の課題等

＜目次＞

１



保証承諾

保
険
契
約

損
失
補
助

保
証
付
貸
出

代位弁済
預託金

信用保証料補填金

融
資
申
込

区分
事業資金

（責任共有制度の対象）
小口零細企業資金

（責任共有制度の対象外）

使 途

事業に必要な資金

運転資金、設備資金
材料仕入れ、給料、借換、
増改築、機械購入、支店開店、
その他

融資額 ２，０００万円以内 ２，０００万円以内

融資期間
１０年以内（２年間据置可能）
※据置期間は、利息のみ返済

１０年以内（２年間据置可能）
※据置期間は、利息のみ返済

利 率 年１．４０％ 年１．４０％

担 保 必要に応じて徴す。 原則として不要

保証人
原則として、法人は代表者、
個人は不要。

原則として、法人は代表者、
個人は不要。

保証料※ 年0.45％～1.63％ 年0.50％～1.93％

※保証料については、有担保保証及び中小企業会計基準を適用している場合は、
それぞれ0.10%ずつ割引があります。

市融資制度の概要

● 本市を含めた信用保証制度の仕組み● 融資の種類と条件

市 金融機関 信用保証協会

融資申込者
（市内中小企業等）

政策金融公庫
●預託金とは？

●信用保証料補填金とは？

年度当初に各金融機関へ資金を預託し、年度末にその資金
の同額を回収することで、遺失した利子収入額分だけ補助
する効果が生じる。

信用保証協会との契約により、市融資制度における信用保
証料の引下げに伴う損失部分を市が補填する制度

２



市融資制度の利用状況（報告第１号）

年度 申込件数

平成２７年度 １件

平成２８年度 ６件

平成２９年度 ４件

平成３０年度 ０件

令和元年度 ４件

令和２年度 ０件

令和３年度 ０件

令和４年度 ０件

令和５年度

（令和６年１月末現在）
０件

融資枠 融資件数 融資額 融資累計件数 融資累計額 利用率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ）

平成２７年度 456,000 1 3,000 22 54,618 11.98%

平成２８年度 456,000 0 0 15 21,308 4.67%

平成２９年度 456,000 5 16,140 17 28,746 6.30%

平成３０年度 456,000 0 0 12 21,636 4.74%

令和元年度 456,000 3 22,200 15 39,473 8.66%

令和２年度 456,000 0 0 9 27,749 6.09%

令和３年度 456,000 0 0 7 7,052 1.55%

令和４年度 456,000 0 0 4 4,137 0.91%

令和５年度 456,000 0 0 4 3,370 0.70%

●申込件数の推移について ●過去９か年の利用状況について（令和６年１月末現在）

・令和２年度以降、新規の申込がない状況

・融資枠に対する利用率は、０.７％に留まっている（令和６年１月時点）

注：融資件数とは、申込件数の中で福岡県信用保証協会の保証承諾を得た上で、金融機関
より融資が実行された件数である。申込と融資実行の間に時間差が生じることから、申込
した年度の翌年度に融資が実行された場合は、当該年度の融資件数に計上される。
このため、H28年度の申込6件中3件とH29年度の申込4件中2件は、H29年度の融資件数(5
件)に計上されている。また、R1年度は申込4件中3件が融資に至っている。

（単位：千円）
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年度 融資件数 融資額

平成２７年度 １件 ３,０００

平成２８年度 ０件 ０

平成２９年度 ５件 １６,１４０

平成３０年度 ０件 ０

令和元年度 ３件 ２２,２００

令和２年度 ０件 ０

令和３年度 ０件 ０

令和４年度 ０件 ０

令和５年度

（令和６年１月末現在）
０件

０

市融資制度の利用状況と市内の貸出需要（報告第１号）

【A】市融資制度の利用状況（再掲）

融資件数 融資額

１８３件 ２,０７３,０００

１９０件 ２,５０５,０００

２０４件 ２,４４８,８６０

３１８件 ２,５１４,０００

２１８件 ３,０６９,８００

６５６件 １０,６３０,０００

２００件 ２,５７３,０００

１７４件 ２,１８７,０００

１５４件
２,３５３,０００

【B】に占める【A】の割合

新型コロナに伴う
セーフティーネッ
ト関連保証等が発
動したため増加

【B】市内の融資件数（県制度・協会制度）（単位：千円）

出典：福岡県信用保証協会「統計情報マンスリーデータメール」より事務局が集計
※融資件数は事業所ベースでの数値。

・市内の貸出需要に対して、市融資制度の存在感は低く、県制度・協会制度が優先的に利用されている。

融資件数 融資額

０.５％ ０.１％

０％ ０％

２.３％ ０.６％

０％ ０％

１.３％ ０.７％

０％ ０％

０％ ０％

０％ ０％

０％
０％

０.４％ ０.１％計

４



近隣３市との比較（報告第１号）

（単位：件、千円）●田川市と近隣３市の融資状況について（令和６年１月末現在）

※融資枠（Ａ）…４億５，６００万円（預託金：１億５，２００万円）
※飯塚市は令和６年度から融資メニューを再構成し、利子補給制度を新設する予定。
直方市は平成２８年度に、嘉麻市は平成２７年度に制度廃止。

５

田川市 飯塚市 直方市 嘉麻市

融資枠（Ａ） 456,000
通常融資枠

令和２年度実施
事業継続応援資金

375,000 90,000
136,500 428,000

（預託金） (152,000) (47,000) (12,840) (125,000) (30,000)

融資決定件数 0 0 0

融資決定金額 0 0 0

融資累計件数 4 0 210

融資累計金額
3,300 0 240,000

（Ｂ）

利用率
0.70% 0.00% 56.00%

（Ｂ／Ａ）

令和２年７月から実
施したコロナ対策の
事業継続応援貸付事
業の件数
※この間、通常枠の
事業資金及び起業支
援資金の利用はない



年 度

認 定 件 数

セーフティ
ネット
保証５号認
定件数

セーフティ
ネット
保証４号認
定件数

危機関連
保証
認定件数

平成２７年
度

１１件

平成２８年
度

１０件

平成２９年
度

５件

平成３０年
度

０件

令和元年度 １件 １４件 １件

令和２年度 ２３件 ４４１件 １４５件

令和３年度 ２０件 ６８件 １６件

令和４年度 １８件 ３８件 ０件

令和５年度
（令和６年
１月末現在）

１８件 ２４件

【参考】セーフティーネット保証の認定（報告第１号）

R4 R5

建設業 18 17

卸売業・小売業 10 7

宿泊業・飲食サービス業 14 4

生活関連サービス業・娯楽業 0 1

医療・福祉 2 4

教育、学習支援業 0 3

製造業 7 3

学術研修・専門・技術サービス業 0 1

不動産業、物品賃貸業 0 1

サービス業（他に分類されないもの） 2 0

運輸業・郵便業 3 1

計 56 42

※R5年度はR5.4.1～R6.1.31の間に認定した件数

認定件数
日本標準産業分類大分類

セーフティネット保証認定件数

18
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0
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0
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0 0

2
3

17

7

4

1

4
3 3

1 1
0

1

0

5

10

15

20

25

30

35

40

建
設
業

卸
売
業
・
小
売
業

宿
泊
業
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
・
娯
楽
業

医
療
・
福
祉

教
育
、
学
習
支
援
業

製
造
業

学
術
研
修
・
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

不
動
産
業
、
物
品
賃
貸
業

サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

運
輸
業
・
郵
便
業

セーフティネット保証認定件数比較

令和4年度認定件数

令和5年度認定件数(R5.4.1～R6.1.31)
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令和６年度預託金配分（案）（議案第１号）

区 分

金融機関名

令和5年度

過去3か年の金融機関別融資累計残高及びその割合

令和6年度

令和3年度末 令和4年度末
令和5年度

(令和5年1月
末)

過去3か年
融資残高割

合

預託額 融資枠

融資累計
残高

融資累計
残高

融資累計
残高

(A+B+C)/3
預託金
総 額

均等割
預託金総額
－均等割計

均等割を
除いた

預託額配分
預託額

融資枠

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ＝Ｄ×Ｈ
Ｊ＝Ｇ＋

Ｉ

福 岡 銀 行 伊 田 支 店 8,500 25,500 84 0 0 0.60%

152,000 

6,700 

111,800 

670 7,370 22,110 

福 岡 銀 行 後 藤 寺 支 店 12,400 37,200 652 508 388 11.06% 6,700 12,360 19,060 57,180 

西 日 本 ｼ ﾃ ｨ 銀 行 田 川 支 店 7,300 21,900 0 0 0 0.00% 6,700 0 6,700 20,100 

西 日 本 ｼ ﾃ ｨ 銀 行 東 田 川 支 店 13,700 41,100 800 650 525 14.10% 6,700 15,770 22,470 67,410 

福 岡 中 央 銀 行 田 川 支 店 6,700 20,100 0 0 0 0.00% 6,700 0 6,700 20,100 

田 川 信 用 金 庫 103,400 310,200 5,165 2,840 2,388 74.24% 6,700 83,000 89,700 269,100 

合 計 152,000 456,000 6,701 3,998 3,301 100.00% 152,000 40,200 111,800 111,800 152,000 456,000 

令和６年度における各金融機関の預託金額は、表の（Ｊ）欄です。
算出方法は以下のとおりです。
①均等割の算出
均等割（Ｇ）は、田川市中小企業融資制度の申込上限額である２０，０００千円の融資枠を確保するため、各金融機関の最低預託額とします。
各金融機関の融資枠は、各々の預託額の３倍に設定しているため、２０，０００千円÷３＝６，６６６…千円≒６，７００千円（Ｇ）となります。

②預託額の算出
預託額（Ｊ）は、預託金総額（Ｆ）から均等割（Ｇ）の総額を差引いた金額（Ｈ）に各金融機関における過去３か年の融資残高割合（Ｄ）を乗じた
預託額配分（Ｉ）と均等割（Ｇ）を合算して算出します。

（単位：千円）
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市融資制度の利用が低調である要因

● 内的要因（融資条件・周知・申請手続き等）

● 外的要因（金融情勢の影響）

□ 県制度融資の条件等と比べて、劣後している可能性

□ 市融資制度の認知度が不十分である可能性

□ 融資申込等の手続きに時間を要する可能性

□ 近年の金融情勢の影響である可能性
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内的要因 融資条件の比較

中小企業者
小規模企業者

（中小企業者のうち、常時使用する従業員が
２０人以下であるもの）

名
称

使途 融資額 融資期間 利率 保証料

事
業
資
金

材料仕入れ、
給料、借換、
増改築、機
械購入、支
店開店、そ

の他

２,０００
万円以内

１０年以内
（２年据置
可能）

年１.４％
年０.４５%~
1.６３％

本市

県

名称 使途 融資額
融資期
間

利率 保証料

小口零
細企業
資金

運転資金
設備資金

２,０００
万円以内

１０年
以内
（２年
据置可
能）

年１.４％
年０.５０%~
1.９３％

名
称

使途 融資額 融資期間 利率 保証料

長
期
経
営
安
定
資
金

事業資金

※借換資金
含む

２,０００
万円以内

１０年以内
（２年据置
可能）

年１.４％
年０.４５%~
1.７７％

名称 使途 融資額
融資期
間

利率 保証料

小規模
事業者
振興資
金

運転資金
設備資金

運転
５,０００
万円以内
設備

８,０００
万円以内

１０年
以内
（２年
据置可
能）

年１.４％
年０.４５%~
1.６２％

・県制度と比べて、返済期間、利率、保証料等の条件面において、遜色ない内容である。
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内的要因 制度の周知

□本市ホームページ □ 田川商工会議所だより

● 市ホームページによる周知、商工会議所だより、また信用保証協会信用保証ガイドに掲載

□ 信用保証ガイド
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内的要因 融資申込等の手続き

田川市中小企業融資制度要綱第7条第3項の規定に基づき、市は、借入申込者が反社会的勢力でないことの警
察照会を行うため、確認に一定の時間（1週間程度）を要する。※要綱の規定事項であるため省略は不可。

【田川市融資制度】 【県融資制度】
※確認に１週間程
度の時間を要す

※県は、反社会的勢力でないことの確認は行っていない。
金融機関及び信用保証協会は独自のデータを元に確認を行っている。
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外的要因 近年の金融情勢の影響

・各自治体の制度融資の利用件数の推移（信用保証協会の承諾件数）

自治体名 H27年 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 R5年 ※変化率
緊急融資
メニュー

県 7,790 5,895 5,859 5,315 5,841 52,183 6,285 5,069 6,457 185% 感染症対応資金

福岡市 6,655 5,876 5,181 4,788 6,079 24,856 4,712 4,085 3,503 63%
経営安定化
特別資金

北九州市 3,211 2,913 2,992 2,839 3,193 3,450 2,569 2,471 1,735 -16%

豊前市 3 0 0 1 1 0 2 1 0 -25%

中間市 8 3 1 1 6 1 1 7 3 -21%

久留米市 830 848 706 829 761 2,297 877 680 456 36% 緊急経済支援資金

大川市 55 49 64 52 45 78 17 26 13 -37%
小口事業資金

セーフティーネッ
ト認定で優遇あり

飯塚市 0 0 0 0 0 168 7 0 0 ー
事業継続応援
貸付事業

田川市 1 0 6 0 3 0 0 0 0 -100%

大牟田市 26 14 12 41 34 37 21 24 16 -4%

柳川市 121 93 77 177 150 29 77 77 76 -48%

（単位：件）

出典：福岡県信用保証協会「統計情報マンスリーデータメール」より事務局が集計

コロナ期間

※変化率：コロナ期のピークである令和2年を境にコロナ前後の期間ごとの平均件数とその変化率を算出。
変化率がマイナスの自治体は、コロナによる金融情勢の影響によらず、利用件数に大きな変化はない。

コロナの影響で県制度（民間ゼロゼロ融資）の利用急増により、一部の自治体では利用の減少傾向はみられるが、
全体的にはコロナ期前と比べても利用件数に大きな変化はない。ただし、緊急融資メニューを設けている自治体
では、県のコロナ関連融資と連動して利用件数が増加した。
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内的・外的要因の評価

□融資条件
県制度と比較し、返済期間、利率、保証料などの条件面で

劣っていないため、融資条件が利用低調の主因であるとは考
えにくい。
ただし、県制度との明確な差別化がなされていないことか

ら、利用者にとって魅力的な選択肢になりにくい状況である。

□制度の周知
市ホームページによる周知、商工会議所だより、また信用

保証協会信用保証ガイドに掲載頂いており、各関係機関のご
協力を頂きながら情報提供を実施。利用者のニーズにマッチ
した周知手段の検討等、改善の余地はあるものの、周知の取
組みが、利用低調の主因とは考えにくい。

□申請手続き
申請手続きにおいて、反社会的勢力の警察照会により一定

の時間（1週間程度）を要するが、要綱の規定事項であるため
省略は不可。このプロセスが、利用者の迅速なニーズに対応
できていない可能性があるが、利用低調と主因とは考えにく
い。

出典：中小企業政策審議会金融小委員会（第１１回）資料より抜粋

■ 内的要因の評価 ■ 外的要因の評価

□金融情勢の影響
新型コロナの影響から、国による大規模な資金繰り支援策

（民間ゼロゼロ融資）の利用急増に対して、一部緊急融資メ
ニューを設けている自治体を除き、本市及び他自治体の融資制
度において、コロナ前と比較しても利用件数に大きな変化はな
い。
このことから、金融情勢の影響が、市融資制度の利用傾向に

影響を与えることはなく、今後においても、利用増加の見込み
はない。また、グラフ１のとおり、既に到来した民間ゼロゼロ
融資の返済開始時期（2023年7月）のピークにおいても、市融資
制度の問い合わせはない状況である。

グラフ１
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参考：市融資制度のニーズ (ペルソナの想定)

市融資制度は、他制度の借換や追加融資に対して、代替の受け皿として機能するか？

➡信用保証協会は、事業者（借り手）の信用スコア、収入、既存の債務状況などを総合的に評価し、与
信限度額を設定する。事業者が他の融資制度で追加融資等を求める場合、与信限度額を超える借入は
原則できない。このため、県制度等で追加融資等を受けるのが難しい場合、市融資制度でも同様に追
加融資等を受けるのは困難であるため、借換や追加融資の需要に対して、代替の受け皿となることは
難しい。

● 要件

・市内事業者であること
・１年以上事業継続していること（※新規創業者でないこと）
・中小企業者であること

● 想定されるニーズ

既存のセーフティーネット保証による借換や物価高騰・原油高等による売上減少の事業者は、県制度の方が条件と
して有利である。このため、市融資制度の需要としては、事業が成長又は安定しており、設備投資や支店の開店など、
売上減少による資金需要でなく、投資などを目的とした資金需要であることなどが想定される。

例１：市内で3年間運営している産業用機器製造業者。現在、新しい製造ラインの導入を計画しており、設備
投資資金を求めている。

例２：２年前に開業したベーカリーの経営者、人気が出てきたため、市内の別の場所に新しい支店を開設する
計画で、開店資金を求めている。

例３：市内で家具販売を行う個人事業主。近年、持続可能な素材を使用した新しい家具を仕入れたため、店舗
の増改築によって、販売スペースの拡大を計画で、改修資金を求めている。

● ペルソナ

★その他の市融資制度のニーズ
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●申請の手間と迅速性について

市を経由する手続きが必要であるため、県の制度融資の方が迅速です。市の制度と他制度との差別化が重要であり、利率の低減や創業資金の
提供など、新たな施策を検討するなど。

●利率と保証料の競争力について

利率や保証料では他制度に劣っていないと考えられますが、経済合理性の不足が利用の障壁となっています。田川市を経由することで審査が
通りやすくなるなどのメリットを提供し、他制度で審査に落ちた案件を受け入れる受け皿として機能することが望ましいです。

●手続きの迅速性とワンストップサービスの必要性

申請者にとって、ワンストップでの申請手続きが重要。現在、田川市を経由することで手続きに長い時間がかかり、これが課題となっている
と思います。

●融資の内容と資金使途の区別について

資金使途ごとに融資内容が区別されていると、使途の確認などが煩雑になり扱いづらくなります。県の小口融資のように、資金使途を区別せ
ず、残高に応じて責任共有制度を設けるアプローチが効果的かもしれません。

<関係機関様からの声>

市制度融資の課題

● 申請手続きを迅速化すること

● 市融資制度を利用するインセンティブを設けること

● 資金使途の区分を簡素化すること

１５



市融資制度（現行制度）の融資条件の見直し

区分
事業資金

（責任共有制度の対象）
小口零細企業資金

（責任共有制度の対象外）

使 途

事業に必要な資金

運転資金、設備資金材料仕入れ、給料、借換、
増改築、機械購入、支店開店、
その他

融資期間
１０年以内（２年間据置可能）
※据置期間は、利息のみ返済

１０年以内（２年間据置可能）
※据置期間は、利息のみ返済

利 率 年１．４０％ 年１．４０％

保証料※ 年0.45％～1.63％ 年0.50％～1.93％

● 融資の種類と条件（一部再掲）

事業資金は中小企業者、小口零細企業資金は小規模企業者（常時雇用する従業
員が２０人以下）と企業規模で区分し、市内中小企業を網羅している。
また、小規模企業者を対象とした小口零細企業資金は、責任共有制度の対象外
とし、保証協会１００％保証とすることで、政策的に金融円滑化を図っている。

事業資金において、現状、幅広いニーズに対応している。
例えば、製造業が原材料の仕入れ資金を必要とする場合や、サービス業が支店
の開店資金（２号店目以降）を必要とする場合など、多様な業種や事業段階の
要求に対応できる。
また、小口零細企業資金において、県の小規模事業者振興資金と同様に、運転
資金と設備資金に大きく区分することで、日々の運転資金や小規模な設備投資
などの要求に対応できる。

融資期間を１０年以上に設定する場合、特に中小企業を対象にするときは、将
来の経済状況や事業環境の不確実性が増すため、貸出リスクやデフォルトリス
クを増加させてしまう。
また、据置期間を２年以上に設定する場合、据置期間中も元本に対する利息が
発生し続けるため、返済総額が増え、事業者の負担が増大する可能性がある。

現状、県融資制度と同程度の金利を設定している。
これ以上の金利負担の軽減は、利子補給の実施、又は金融機関との協議により、
利子補填を行い、金利を引下げるなどの施策が必要となる。

現状、県融資制度と同程度の保証料を設定している。
これ以上の保証料負担の軽減は、事業者の申請に基づく保証料の一部又は全部
の補填、又は保証協会との契約により、県の新規創業資金のように保証料を
０％まで引下げるなどの施策が考えられる。

● 見直しの検討
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【参考】他自治体の融資制度と利子又は信用保証料補助制度を採用している自治体
自治体名称

事業資金 利子補給 保証料補助
その他

限度額 期間 利率 補給率 補助額
田川市 2,000万 10年 1.4 〇 補助有 保証料補助：有担保保証

北九州市 最大2,000万 10年
1.3～
1.7

〇 一部補填 事業資金は複数メニュー有り

福岡市 - - - 〇 一部補填 事業資金は複数メニュー有り、規模により異なる

大牟田市
1,000万～
2,000万

運転7年
設備10年

1.2
～1.5

〇 不明 返済は2年延長可能、保証料は市負担、SN認定で利率最小

久留米市 最大2,000万 7年
0.45～
1.12

〇
全額

（1年間分）
〇 全額

※事業資金複数メニュー有、類似メニューのみ記載
※保証料補助は350万以下の融資のみ
※利子補給は新規事業融資のみ

飯塚市 最大1,000万 最大7年 1.35 〇 最大0.27％ 事業資金は複数メニュー有り

柳川市 2,000万
10年

2年延長可
1.3～
1.5

〇
全額

最大30万
SN認定事業は利率優遇有り

八女市 2,000万 7年 1.4 〇 0.8％相当

筑後市
運転2,000万
設備3,000万

10年
運転1.3
設備1.6

〇
全額

最大20万
大川市 2,000万 10年 1.25 〇 0.50% 〇 一部
行橋市 1,000万 10年 1.6
豊前市 1,000万 10年 1.4
中間市 2,000万 10年 1.4
小郡市 1,000万 10年 〇 一部
筑紫野市 1,000万 7年 1.4

春日市 1,000万
5年

500万以上7年
1.4

大野城市 1,000円 10年 1.3 〇 不明
宗像市 1,250円 10年 1.4 〇 全額 ※借換の保証料戻入免除あり
太宰府市 1,000万 7年 1.4 〇 全額
古賀市 1,250万 10年 1.35 〇 最大全額 ※保証料補助は予算がなくなり次第終了

福津市 500万 5年 1.3 〇 上限有 ※融資額の1％（借換の場合は借換時融資額増分の1％）

うきは市 〇 補助対象経費の全額 〇
補助対象経費の全

額
県の長期経営安定資金等を対象。

朝倉市 1,000万 10年 1.4
※創業セミナー受講者は1,500万まで融資枠拡大
※40歳未満＋セミナー受講者は0.1利率引下

みやま市 2,000万 10年 1.3 〇 全額 ※保証料補助上限30万円
那珂川市 700万 不明 不明 〇 全額
粕屋町 500万 5年 不明 〇 1/2
芦屋町 1,000万 1.4 〇 全額
水巻町 500万 5年 協議 〇 全額
岡垣町 500万 5年 1.4 〇 全額
遠賀町 1,000万 - 〇 全額

鞍手町 〇
1年間分の1/2
５万円上限

※公庫の小規模事業者経営改善資金（マル経資金）を対象

筑前町 〇
1年間分の1/2
１０万円上限

〇
1年間分の1/2
１５万円上限

利子補給及び信用保証料共に県新規創業資金、保証協会の創業
等関連保証が対象

大木町 800万 7年 2.2 〇 1.30% ※創業セミナー受講者は利率優遇有

広川町 1,000万
運転7年
設備10年

1.55

苅田町 500万
運転5年
設備7年

1.3 ※女性が働きやすい環境整備取組で利率0.1％引下

コロナ前は、
１０件程度/年
※現在は新規受付
終了

利子補給は、
２～３件程度/年
（累積８件）
信用保証料補助は、
（累積０件）

例年６件/年の見込
み、本年度は１件
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主要融資制度の比較

運用方式 手法 効果 事業者のインセンティブ
事業者からみた利便性
（アクセスの良さなど）

運用コスト 備考

預託方式＋信用保証制度

市が金融機関に資金を預け、
その預託金を担保にして金
融機関が中小企業等に融資
を行う。この際、信用保証
制度と組み合わせることで、
融資時の信用リスクを低減
する。

金融機関は、市から実質無利子で資
金供給を受けることで、低位な貸出
金利の融資を組むことができ、また
信用保証制度の活用によって、事業
者の信用リスクを低減しながら融資
を実行できる。これにより、特に信
用基盤が弱い市内の中小企業に対し
て資金供給の円滑化を実現できる。

公的機関（信用保証協会）
による信用保証を受けつつ、
有利な条件（低位な金利
等）での融資を受けること
ができる。

市融資制度は、市内の中小企
業者（※新規創業者を除く）
であれば、業種等の制限なく、
広く申込みできる制度である。
ただし、申込みの過程で、反
社会的勢力でないことの警察
照会に1週間程度の時間を要
する。

・市予算のうち、預託金（現状、１
億５千２百万円）を経常的に確保し
なければならない。
利用がない場合、預託額分について、
機会費用（別事業に振り向けたとき
に得られる利益）の損失となる。
・預託金方式の運用に関わる事務従
事のために必要な職員の人件費等

現在、本市融
資制度におい
て採用してい
る。

信用保証料補填

市内の中小企業が金融機関
からの融資を受ける際、必
要な信用保証料の一部又は
全額を市が補助する。

資金調達の敷居を下げ、金融機関の
貸出リスクも低減される。これによ
り、地域金融における資金供給の円
滑化を実現できる。

信用保証料分の補填により、
資金調達コストを低減でき
る。

【申請型の場合】
・事業者ごとに、市に対して
信用保証料補填の申請手続き
が必要である。
・県や公庫等の融資に対して、
信用保証料を補填する制度と
して利用できる可能性あり。

【申請型の場合】
各事業者の信用保証料補填の申請・
交付に関する事務従事に必要な職員
の人件費等

ー

【契約型の場合】
申込段階で、信用保証料の一
部又は全部について既に引き
下げられているため、事業者
側での手続き等の負担はない。

【契約型の場合】
信用保証協会への信用保証料の契
約・支出等に係る事務従事のために
必要な職員の人件費等

現在、本市融
資制度におい
て採用してい
る。

利子補給制度

市内の中小企業が金融機関
から受ける融資に対し、市
が利子の一部又は全額を補
助する。

資金調達コストが直接的に軽減され、
地域金融における資金供給の円滑化
を実現できる。

利子分の補給により、資金
調達コストを低減できる。

【申請型の場合】
・事業者ごとに、市に対して
利子補給金の申請手続きが必
要である。
・県や公庫等の融資に対して、
利子を補給する制度として利
用できる可能性あり。

【申請型の場合】
各事業者の利子補給金の申請・交付
に関する事務従事に必要な職員の人
件費等

ー

【契約型の場合】
申込段階で、貸出金利の一部
又は全部について既に引き下
げられているため、事業者側
での手続き等の負担はない。

【契約型の場合】
各金融機関への利子補填の契約・支
出等に係る事務従事のために必要な
職員の人件費等

申請型：市内事業者が県、信用保証協会又は公庫等の融資制度で発生した利子や信用保証料に対する補助を市に申請した場合、市がこれを補填するもの
契約型：関係機関等（金融機関又は信用保証協会）と協議し、利子又は信用保証料を引下げ、関係機関等の損失部分を、市が補填する契約を結ぶもの
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○田川市中小企業融資制度要綱

昭和47年4月1日

告示第32号

(目的)

第1条　この告示は、市内中小企業の事業に必要な資金を融資することにより、その近代化と経営基

盤の確立を促進し、もって中小企業の振興に寄与することを目的とする。

(平成20告示36・一部改正)

(用語の定義)

第2条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)　中小企業者　中小企業信用保険法(昭和25年法律第264号)第2条第1項各号に掲げる中小企業

者をいう。

(2)　小規模企業者　中小企業信用保険法第2条第3項第1号から第6号までに定める小規模企業者を

いう。

(3)　保証協会　信用保証協会法(昭和28年法律第196号)に基づき、設立された福岡県信用保証協

会をいう。

(4)　金融機関　この融資制度を取り扱うため市長が指定した金融機関をいう。

(平成10告示60・平成20告示36・平成25告示166・平成27告示129・一部改正)

(預託及び融資資金)

第3条　市長は、この融資制度を実施するため一定の金額を金融機関に預託する。

2　金融機関は、前項の預託金に同額以上の自己資金を加えた金額を融資資金として融資を行うもの

とする。

(平成20告示36・一部改正)

(金融機関の義務等)

第4条　この融資制度における融資後の一切の責任は、すべて金融機関が負うものとする。

2　金融機関は、融資資金の取扱いについては、他の一般業務との区別を明確にするものとし、毎月

末日現在における運用状況を翌月10日までに市長に報告しなければならない。

(融資の種類)

第5条　この告示に定める融資の種類は、次のとおりとする。

(1)　事業資金融資

(2)　小口零細企業資金融資

(昭和52告示78・平成20告示36・平成21告示123・一部改正)

(融資対象業種)

第6条　前条各号に定める融資の対象となる業種は、中小企業信用保険法施行令(昭和25年政令第350

号)第1条第1項に定める業種とする。

(平成20告示36・一部改正)

(融資の対象、条件及び資金の使途)

第7条　第5条各号に定める融資の対象者は、次の各号に定めるとおりとする。

(1)　事業資金　市内に事務所又は事業所を有し、現に事業を営み、市税を滞納していない中小企

業者とする。

(2)　小口零細企業資金　市内に事務所又は事業所を有し、現に事業を営み、市税を滞納していな

い小規模企業者とする。

2　融資の条件及び資金の使途は、別表第1のとおりとする。

3　次の各号に該当する者は、融資の対象としないものとする。

(1)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第2号に規定す

る暴力団

(2)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に規定す

る暴力団員

(3)　暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者

(平成6告示8・全改、平成10告示60・平成18告示98・平成20告示36・平成21告示123・平成

26告示52・一部改正)
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(融資の手続等)

第8条　融資を受けようとするものは、別に定める中小企業融資金借入申込書に別表第2に規定する

書類を添えて市長に申し込むものとする。

2　市長は、前項の申込みがあったときは、書類審査のうえ、直ちに関係書類を金融機関に送付する

ものとする。

3　当該金融機関は、関係書類の送付があったときは、直ちに調査等必要な事務を処理するものとす

る。

(委任)

第9条　この告示に定めるもののほか、必要な細部事項は、別に定める。

(平成20告示36・一部改正)

附　則

1　この告示は、昭和47年4月1日から施行する。

2　次に掲げる要綱(以下「旧要綱」という。)は、廃止する。

(1)　田川市中小企業設備近代化資金制度要綱(昭和36年11月16日告示)

(2)　田川市中小企業特別振興資金融資制度要綱(昭和41年4月1日告示)

3　この要綱の施行前に旧要綱の規定に基づき、融資を受けているものについては、なお従前の例に

よる。

附　則(昭和47年11月1日告示第77号)

1　この要綱は、昭和47年11月1日から施行する。

2　この要綱の施行日の前日までに行われた融資に係る利息については、施行日以後最初に到来する

利息支払日から改正後の利息を適用する。

附　則(昭和49年6月15日告示第60号)

1　この要綱は、昭和49年7月1日から施行する。

2　昭和49年6月30日以前に融資を受けている者の昭和49年7月1日以降の元金返済分に係る融資利息

は、なお従前の利息を適用する。

附　則(昭和51年4月15日告示第37号)

1　この要綱は、昭和51年4月30日から施行する。

附　則(昭和52年9月1日告示第71号)

この要綱は、昭和52年9月1日から施行する。

附　則(昭和52年10月14日告示第78号)

この要綱は、昭和52年10月14日から施行し、昭和51年4月30日から適用する。

附　則(昭和52年12月1日告示第93号)

この要綱は、昭和52年12月1日から施行する。

附　則(昭和53年5月12日告示第47号)

この要綱は、昭和53年5月12日から施行する。

附　則(昭和53年10月18日告示第90号)

この要綱は、昭和53年10月18日から施行する。

附　則(昭和53年12月26日告示第105号)

この要綱は、昭和53年12月26日から施行する。

附　則(昭和54年4月13日告示第27号)

この要綱は、昭和54年4月16日から施行する。

附　則(昭和55年3月31日告示第12号)

この要綱は、昭和55年4月1日から施行する。

附　則(昭和57年9月16日告示第64号)

この要綱は、昭和57年9月16日から施行する。

附　則(平成6年3月16日告示第8号)

(施行期日等)

1　この告示は、平成6年4月1日から施行する。

2　この告示による改正後の田川市中小企業融資制度要綱は、この告示の施行日以後の資金の融資に

ついて適用し、同日前の資金の融資については、なお、従前の例による。
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附　則(平成7年7月3日告示第41号)

この告示は、公布の日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規定は、施行日以後

の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資については、なお、従前の例による。

附　則(平成9年7月1日告示第47号)

この告示は、公布の日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規定は、施行日以後

に申し込まれる資金の融資について適用し、同日前に申し込まれる資金の融資については、なお、

従前の例による。

附　則(平成10年8月31日告示第60号)

この告示は、平成10年9月1日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規定は、施行

日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資については、なお従前の例による。

附　則(平成15年3月18日告示第16号)

この告示は、平成15年4月1日から施行する。

附　則(平成18年10月25日告示第98号)

この告示は、平成18年11月1日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規定は、施行

日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資については、なお従前の例による。

附　則(平成20年3月27日告示第36号)

この告示は、平成20年4月1日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規定は、施行

日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資については、なお、従前の例による。

附　則(平成21年11月6日告示第123号)

この告示は、平成22年4月1日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規定は、施行

日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資については、なお、従前の例による。

附　則(平成25年10月16日告示第166号)

この告示は、公表の日から施行する。

附　則(平成26年5月1日告示第52号)

この告示は、平成26年5月1日から施行する。

附　則(平成27年9月24日告示第129号)

この告示は、平成27年10月1日から施行する。

附　則(平成28年4月1日告示第52号)

この告示は、平成28年4月1日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規定は、この

告示の施行の日以後に申込のあった資金の融資について適用し、同日前に申込があった資金の融資

については、なお従前の例による。

別表第1(第7条関係)

(平成21告示123・全改、平成28告示52・一部改正)

区分 融資条件 資金の
使途

融資限度
額

融資利息 融資期間 担保、保証人 信用保証 返済方法

事業資金 1企業1組
合につき
2,000万円
以内とす
る。

年1.6％
以内とす
る。

120月以内
とする。
(2年間の
据置期間
を含む。)

(1)　担保は必
要に応じて
徴す。

(2)　保証人は
原則とし
て、法人の
場合は代表
者のみ、個
人の場合は
不要とす
る。

保証協会
の保証に
付するも
のとす
る。

原則とし
て元利均
等月賦償
還とす
る。

運転資
金及び
設備資
金とす
る。
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小口零細企業
資金

1企業1組
合につき
1,250万円
以内とす
る。ただ
し、既存
の保証協
会の保証
付融資残
高(根保証
において
は融資極
度額)との
合計で1,2
50万円の
範囲とな
る新規の
保証に限
る。

年1.6％
以内とす
る。

120月以内
とする。
(2年間の
据置期間
を含む。)

(1)　担保は原
則として、
不要とす
る。

(2)　保証人は
原則とし
て、法人の
場合は代表
者のみ、個
人の場合は
不要とす
る。

保証協会
の保証に
付するも
のとす
る。

一括又は
分割返済
とする。

運転資
金及び
設備資
金とす
る。

備考　「小口零細企業資金」については、保証協会と金融機関とが適切な責任共有を図る責任共

有制度の導入による小規模企業者への影響を緩和するため、当分の間、一定の要件を満たす小

規模企業者の金融機関からの借入れによる債務の保証を責任共有制度の対象除外とすることに

より、小規模企業者への安定的な資金調達を維持し、もって経営の安定に資することを目的と

し、国の全国統一保証制度の対象とする。

別表第2(第8条関係)

(平成21告示123・全改)

融資の種類 添付書類

事業資金 (1)　保証協会所定の書類
(2)　決算書又は確定申告書の写し
(3)　市税を納付したことを証明できる証書
(4)　設備の設計図又はカタログ及び設備の見積書(資金の使途に設備資
金が含まれる場合のみ)

(5)　その他市長が必要と認めるもの

小口零細企業資金 (1)　保証協会所定の書類
(2)　決算書又は確定申告書の写し
(3)　市税を納付したことを証明できる証書
(4)　設備の設計図又はカタログ及び設備の見積書(資金の使途に設備資
金が含まれる場合のみ)

(5)　その他市長が必要と認めるもの
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業務概況  －令和６年１月－

1月中の保証承諾（金額）は、19,418百万円、前年同月比119.7％となりました。

また、県・市融資制度は、前年同月比134.1％となりました。

1月（月中）の代位弁済（金額）は、2,128百万円、前年同月比110.5％となりました。

このうち、建設業が全体の32.5％、小売業が21.4％を占めました。

（単位：百万円）

月　　　　　中 年　度　累　計

件　数 金　額 前年比（％） 件　数 金　額 前年比（％）

保 証 申 込 1,716 24,373 100.5 21,038 306,915 133.8

保 証 承 諾 1,354 19,418 119.7 18,301 261,264 148.1

保証債務残高 － － － 123,191 1,375,842 87.3

代 位 弁 済 219 2,128 110.5 1,967 19,539 159.9

管 理 回 収 12 135 74.8 277 2,422 108.4

保証承諾の推移

保証債務残高の推移

8390.556556

代位弁済の推移

20.95881022
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●部・支所別 （単位：百万円、％）

区　分

件　数 金　額 件　数 金　額 前年比 件　数 金　額 前年比 件　数 金　額 件　数 金　額 前年比

営 業 部 346 5,647 4,384 69,026 136.4 33,195 406,344 87.1 62 686 585 5,984 134.9

大 濠 支 所 266 2,949 3,545 45,760 132.8 28,772 318,734 86.5 45 338 463 4,328 146.8

北九州支所 412 5,941 5,319 77,319 161.4 29,955 342,172 88.3 62 717 514 5,248 201.7

久留米支所 190 2,884 2,828 38,457 163.4 17,449 166,762 87.2 26 176 229 2,388 240.1

筑 豊 支 所 96 1,550 1,512 22,697 159.4 8,822 95,604 88.9 11 71 116 985 111.3

大牟田支所 44 448 713 8,004 139.9 4,998 46,226 84.1 13 140 60 605 169.3

合　　計 1,354 19,418 18,301 261,264 148.1 123,191 1,375,842 87.3 219 2,128 1,967 19,539 159.9

●資金使途別 （単位：百万円、％）

区　分

件　数 金　額 件　数 金　額 前年比 構成比 件　数 金　額 件　数 金　額 前年比 構成比

運 転 資 金 1,112 17,274 15,502 240,467 155.5 92.0 197 2,009 1,782 18,602 158.1 95.2

設 備 資 金 127 1,211 1,534 11,398 93.8 4.4 9 40 77 408 295.1 2.1

運 転 設 備 115 933 1,265 9,399 97.7 3.6 13 78 108 529 165.1 2.7

合　　計 1,354 19,418 18,301 261,264 148.1 100.0 219 2,128 1,967 19,539 159.9 100.0

保証承諾

保証承諾

保証債務残高 代位弁済

当月中 年度累計 当月末 当月中 年度累計

代位弁済

当月中 年度累計 当月中 年度累計

今月のトピックス

◆経営者保証を不要とする新たな制度について◆

【お問い合わせ先】 保証統括部 保証企画課 ☎092-415-2609

令和6年3月15日(金)から、中小企業が一定要件を満たし、信用保証料を上乗せ
することで経営者保証を不要とする「事業者選択型経営者保証非提供制度」の取扱
いを開始します。
また、新制度における上乗せ保証料を軽減する統一保証制度「事業者選択型経営
者保証非提供促進特別保証制度」を創設いたします。
取扱い開始に先立ち、令和6年2月16日(金)から当協会窓口にて相談の受付を開

始いたしますので、対象要件等の詳細を知りたい方は、当協会の営業部・各支所の窓
口までお問い合わせください。

◆経営支援セミナー動画を配信しています！！◆

YouTubeで動画配信しています！
お手持ちのPC・スマートフォンでご視聴可能です。
動画は右記QRコードもしくはURLから、アクセス
してご視聴ください。
→URL:https://youtu.be/Coiezwae_VU      
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構成比データ  －令和６年１月－
【保証承諾】

●金融機関群別 （単位：百万円、％）

金　額 前年比 構成比

都 市 銀 行 897 83.7 0.3

地 方 銀 行 185,105 142.4 70.8

第 二 地 銀 25,705 167.5 9.8

信 用 金 庫 45,800 164.3 17.5

そ の 他 3,756 171.0 1.4

合 計 261,264 148.1 100.0 269.31024

●業種別 （単位：百万円、％）

金　額 前年比 構成比

製 造 業 31,934 152.7 12.2

建 設 業 68,195 153.8 26.1

卸 売 業 39,296 136.0 15.0

小 売 業 42,889 160.5 16.4

運 送 倉 庫 業 11,668 133.0 4.5

サ ー ビ ス 業 45,904 153.6 17.6

不 動 産 業 18,153 121.5 6.9

そ の 他 3,225 163.8 1.2

合 計 261,264 148.1 100.0

●金額別 （単位：百万円、％）

金　額 前年比 構成比 8390.5566

   500万円以下 23,119 99.8 8.8

 1,000万円以下 33,460 121.2 12.8

 3,000万円以下 96,515 149.6 36.9

 5,000万円以下 57,862 164.2 22.1

 5,000万円超 50,307 194.1 19.3

合 計 261,264 148.1 100.0

●期間別 （単位：百万円、％）

金　額 前年比 構成比

   1年以下 61,071 88.7 23.4

   3年以下 5,390 88.1 2.1

   5年以下 21,417 108.5 8.2

 10年以下 168,922 222.6 64.7

 10年超 4,464 76.2 1.7

合 計 261,264 148.1 100.0

令和５年度累計

令和５年度累計

令和５年度累計

令和５年度累計
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構成比データ  －令和６年１月－
【保証債務残高】

●金融機関群別 （単位：百万円、％）

金　額 前年比 構成比

都 市 銀 行 6,964 74.5 0.5

地 方 銀 行 1,026,177 86.8 74.6

第 二 地 銀 118,499 88.1 8.6

信 用 金 庫 194,071 89.7 14.1

そ の 他 30,132 88.8 2.2

合 計 1,375,842 87.3 100.0

●業種別 （単位：百万円、％）

金　額 前年比 構成比

製 造 業 155,789 85.0 11.3

建 設 業 319,372 86.2 23.2

卸 売 業 195,571 85.6 14.2

小 売 業 253,361 89.0 18.4

運送倉庫業 65,801 89.0 4.8

サ ー ビ ス 業 276,270 87.7 20.1

不 動 産 業 91,318 91.2 6.6

そ の 他 18,359 89.8 1.3

合 計 1,375,842 87.3 100.0

構成比データ  －令和６年１月－
【代位弁済】

●金融機関群別 （単位：百万円、％）

金　額 前年比 構成比

都 市 銀 行 283 178.7 1.5

地 方 銀 行 14,312 170.1 73.3

第 二 地 銀 1,774 135.6 9.1

信 用 金 庫 2,946 152.6 15.1

そ の 他 223 54.2 1.1 8390.5566

合 計 19,539 159.9 100.0

●業種別 （単位：百万円、％）

金　額 前年比 構成比

製 造 業 2,280 183.1 11.7

建 設 業 4,960 146.3 25.4

卸 売 業 3,721 165.3 19.0

小 売 業 4,631 227.7 23.7

運送倉庫業 833 76.3 4.3

サ ー ビ ス 業 2,731 152.0 14.0

不 動 産 業 287 164.6 1.5

そ の 他 96 39.9 0.5

合 計 19,539 159.9 100.0

令和５年度累計

令和５年度累計

令和５年度累計

令和５年度累計
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制度別業務状況  －令和６年１月－
（単位：百万円）

件数 金額 件数 金額 前年比(％) 件数 金額 前年比(％) 件数 金額 前年比(％)

協会制度 443 9,115 5,131 91,898 93.8 20,277 232,682 92.6 268 2,689 177.2

一 般 保 証 169 2,936 1,782 28,291 79.0 10,722 118,908 92.1 144 1,221 183.0

当 貸 ／ カ ー ド ロ ー ン 7 143 60 923 182.1 111 1,615 91.5 1 10 107.1

創 業 （ 等 ） 関 連 3 13 75 304 81.5 595 1,543 96.1 14 41 208.5

根 保 証 24 205 357 3,963 83.8 450 4,929 86.8 6 181 584.9

特 定 社 債 保 証 0 0 9 504 78.8 87 3,423 90.2 0 0 0.0

Ａ Ｂ Ｌ 保 証 2 27 30 605 91.0 50 1,062 97.7 0 0 0.0 

経 営 安 定 関 連 保 証 0 0 4 126 177.5 107 1,495 66.0 5 120 562.0

全 国 小 口 22 80 286 991 117.2 1,204 2,699 110.1 10 18 56.8

継 短 BIG ・ WIDE 64 1,614 689 14,539 60.2 997 20,202 62.8 23 352 104.4

新 継 短 103 2,699 1,221 26,404 123.4 1,240 26,559 130.3 6 116 305.7

伴 走 特 別 8 250 92 2,749 553.1 124 3,664 855.2 0 0 0.0

そ の 他 41 1,148 526 12,500 151.2 4,590 46,582 92.3 59 629 251.8

福岡県融資制度 427 5,879 6,884 105,444 318.7 56,559 683,593 85.0 896 9,823 164.6

新 規 創 業 18 56 304 1,189 113.3 1,296 4,091 117.4 11 35 126.8

小 口 事 業 51 171 582 2,074 124.2 2,016 5,072 118.7 26 59 229.1

小 規 模 事 業 者 振 興 21 176 227 1,649 112.1 822 4,534 106.7 9 51 192.0

長 期 経 営 安 定 110 1,053 1,348 11,735 92.5 7,216 43,407 87.7 134 1,231 140.3

緊 急 経 済 対 策 8 134 156 2,129 15.7 6,268 94,085 74.6 137 2,141 146.8

県 コ ロ ナ 0 0 0 0 0.0 33,952 432,515 70.3 551 5,897 167.0

経 営 改 善 借 換 204 4,140 4,070 84,985 7,567.9 4,790 98,431 175,769.8 24 291 0.0 

そ の 他 15 150 197 1,684 110.4 199 1,459 87.5 4 117 605.5

福岡市融資制度 273 2,882 3,776 46,667 173.7 32,127 367,079 87.7 579 5,602 146.5

創 業 支 援 26 124 427 1,951 106.3 2,422 7,735 109.3 46 168 228.0

小 口 事 業 102 406 1,186 4,708 108.1 5,324 13,852 102.7 96 242 231.6

商 工 業 振 興 （ 一 般 ） 45 568 448 6,008 76.3 3,169 25,138 85.9 75 677 136.2

経 営 安 定 化 75 1,542 1,466 31,077 314.1 6,252 119,894 111.7 107 1,884 125.9

福 コ ロ ナ 0 0 0 0 0.0 14,652 197,304 76.4 253 2,597 159.3

そ の 他 25 242 249 2,922 100.8 308 3,156 109.0 2 34 158.0

北九州市融資制度 164 1,368 1,899 14,774 93.3 9,501 80,850 88.9 174 1,319 151.7

開 業 支 援 30 137 267 1,034 107.4 997 3,234 116.5 17 57 94.5

小 規 模 企 業 者 69 261 734 2,753 133.8 2,706 6,541 105.0 40 104 227.6

一 般 （ 小 口 ） 18 118 233 1,553 87.3 1,090 4,887 89.3 25 114 196.0

一 般 （ 長 期 ） 4 133 70 1,442 70.4 749 8,293 73.0 22 195 131.5

景 気 対 応 28 514 489 6,834 81.6 3,876 56,919 88.3 70 849 152.8

そ の 他 15 205 106 1,159 192.3 83 975 142.6 0 0 0.0

豊前市融資制度 0 0 0 0 0.0 3 3 52.7 0 0 0.0 

中間市融資制度 0 0 3 12 51.9 15 44 119.0 0 0 0.0 

久留米市融資制度 35 127 491 1,896 89.4 4,002 9,691 97.3 42 90 208.8

大川市融資制度 1 3 14 103 107.2 108 423 95.3 1 0 0.0 

飯塚市融資制度 0 0 0 0 0.0 210 240 75.9 5 8 0.0 

田川市融資制度 0 0 0 0 0.0 4 3 79.8 0 0 0.0

大牟田市融資制度 6 24 22 73 148.7 108 251 117.7 0 0 0.0 

柳川市融資制度 5 21 81 397 98.7 277 984 110.1 2 8 336.1

県市融資制度計 911 10,303 13,170 169,366 215.8 102,914 1,143,160 86.2 1,699 16,850 157.4

合          計 1,354 19,418 18,301 261,264 148.1 123,191 1,375,842 87.3 1,967 19,539 159.9

保証承諾 保証債務残高 代位弁済

当月中 年度累計 当月末 年度累計
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地域別業務状況  －令和６年１月－
（単位：百万円）

件数 金額 件数 金額 前年比(％) 件数 金額 前年比(％) 件数 金額 前年比(％)

福 岡 市 422 6,286 5,443 81,443 133.1 43,595 534,599 87.0 748 7,632 148.2

筑 紫 野 市 23 354 224 3,128 148.5 1,669 17,689 85.2 26 205 119.3

春 日 市 15 217 248 3,160 197.7 1,916 17,625 86.1 31 359 107.4

大 野 城 市 25 282 341 5,439 162.3 2,441 28,070 89.0 45 484 154.4

宗 像 市 14 83 205 2,084 127.5 1,498 11,793 84.9 20 132 44.7

太 宰 府 市 8 86 159 2,286 141.7 1,241 13,347 87.7 17 122 53.1

古 賀 市 10 178 123 1,741 118.8 1,121 12,218 84.8 29 229 241.1

福 津 市 16 197 151 1,634 128.0 956 8,540 90.6 10 29 456.8

糸 島 市 18 133 257 2,407 107.9 1,803 15,969 87.1 33 339 159.1

那 珂 川 市 15 135 199 3,205 200.3 1,293 13,403 90.5 14 81 82.0

糟 屋 郡 53 835 633 9,289 124.4 4,634 53,562 84.6 83 875 204.9

小 計 619 8,787 7,983 115,815 135.4 62,167 726,815 86.9 1,056 10,487 142.9

北 九 州 市 335 4,950 4,293 63,528 162.7 23,797 278,217 88.1 405 4,104 181.5

行 橋 市 17 225 209 3,343 157.7 1,362 15,799 88.5 11 119 258.6

豊 前 市 1 2 55 804 123.5 437 4,587 87.2 16 131 576.0

中 間 市 16 97 139 1,544 152.0 779 6,911 88.2 23 222 270.5

遠 賀 郡 30 410 322 3,419 160.0 1,900 17,317 90.6 32 331 771.9

京 都 郡 8 142 169 3,090 200.9 1,018 12,638 89.4 6 52 52.1

築 上 郡 4 26 88 1,059 147.3 473 4,364 88.5 10 55 726.5

小 計 411 5,851 5,275 76,788 162.6 29,766 339,833 88.3 503 5,015 195.6

久 留 米 市 95 1,506 1,368 17,807 158.5 9,100 83,182 87.5 135 1,636 392.9

八 女 市 18 281 295 3,832 172.2 1,636 16,731 85.4 10 40 80.5

筑 後 市 7 51 163 1,967 154.6 1,100 10,588 87.5 11 65 130.8

大 川 市 16 149 236 3,572 240.4 1,235 13,835 83.3 18 147 84.9

小 郡 市 8 105 102 1,503 173.0 694 6,830 90.0 9 141 36.6

う き は 市 8 116 134 1,727 171.6 686 6,298 90.3 6 130 1,941.8

朝 倉 市 16 382 204 3,223 160.3 1,234 12,363 87.9 9 55 509.1

朝 倉 郡 5 33 107 1,543 127.3 631 6,478 89.7 9 72 640.7

三 井 郡 7 111 57 1,152 146.2 285 3,092 89.3 5 57 204.3

三 瀦 郡 1 5 51 634 118.9 296 2,528 81.0 4 24 741.2

八 女 郡 6 95 77 590 111.7 472 3,957 83.8 6 8 62.5

小 計 187 2,835 2,794 37,550 162.1 17,369 165,883 87.0 222 2,376 207.0

直 方 市 14 169 231 3,638 144.5 1,281 15,527 83.6 18 266 101.1

飯 塚 市 33 556 551 8,451 159.2 3,353 34,746 90.4 39 207 60.8

田 川 市 15 190 169 2,543 148.7 1,032 11,699 93.3 21 160 139.1

宮 若 市 6 116 122 2,025 272.7 590 7,220 90.7 8 30 82.8

嘉 麻 市 7 162 130 1,905 170.8 678 7,136 92.6 4 6 14.6

鞍 手 郡 3 51 82 1,044 97.0 476 4,902 78.8 16 288 3,273.4

嘉 穂 郡 3 50 37 531 125.5 223 2,820 93.4 2 6 0.0 

田 川 郡 12 204 206 2,826 153.7 1,259 13,046 88.2 15 117 145.6

小 計 93 1,498 1,528 22,964 155.9 8,892 97,095 88.9 123 1,080 122.0

大 牟 田 市 26 192 334 3,717 145.3 2,397 21,662 84.6 31 235 275.7

柳 川 市 15 204 284 3,308 141.9 1,786 18,048 82.9 24 289 162.4

み や ま 市 3 52 103 1,123 123.7 813 6,507 84.5 8 56 218.4

小 計 44 448 721 8,147 140.6 4,996 46,216 83.9 63 580 200.8

福 岡 県 外 0 0 0 0 0.0 1 1 61.3 0 0 0.0 

合 計 1,354 19,418 18,301 261,264 148.1 123,191 1,375,842 87.3 1,967 19,539 159.9

※「福岡県外」欄は住所が福岡県外にある方の数値です。

保証承諾 保証債務残高 代位弁済

当月中 年度累計 当月末 年度累計
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金融機関別業務状況  －令和６年１月－
№１

（単位：百万円）

件数 金額 件数 金額 前年比(％) 件数 金額 前年比(％) 件数 金額 前年比(％)

み ず ほ 銀 行 0 0 6 31 310.0 67 739 73.7 1 2 28.2

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 0 0 5 122 85.3 60 1,172 72.7 6 186 1,177.0

三 井 住 友 銀 行 0 0 6 71 25.1 177 2,184 66.3 4 47 34.7

り そ な 銀 行 1 50 11 673 106.1 123 2,868 83.4 1 49 0.0

都 市 銀 行 計 1 50 28 897 83.7 427 6,964 74.5 12 283 178.7

広 島 銀 行 0 0 2 4 9.3 13 190 59.4 0 0 0.0

山 口 銀 行 0 0 0 0 0.0 2 15 35.0 2 26 0.0

百 十 四 銀 行 0 0 1 17 14.9 21 593 64.0 0 0 0.0

伊 予 銀 行 0 0 2 70 140.0 20 324 92.6 0 0 0.0

福 岡 銀 行 302 4,348 3,949 60,442 149.7 26,051 319,789 87.4 388 3,886 187.7

筑 邦 銀 行 101 1,668 1,347 23,161 148.2 7,667 93,454 90.0 63 630 53.6

佐 賀 銀 行 47 755 520 8,287 121.8 4,806 67,697 81.1 53 839 143.1

十 八 親 和 銀 行 6 132 99 1,736 113.8 805 10,276 83.7 13 241 175.0

肥 後 銀 行 2 5 11 176 386.9 96 1,237 81.0 0 0 0.0

大 分 銀 行 0 0 8 72 113.4 84 1,263 79.4 2 31 0.0

宮 崎 銀 行 0 0 1 40 0.0 2 42 219.0 1 16 0.0

鹿 児 島 銀 行 0 0 0 0 0.0 18 204 86.2 0 0 0.0

西 日 本 シ テ ィ 銀 行 436 6,924 5,325 81,363 139.2 39,876 479,524 87.3 732 8,050 197.6

北 九 州 銀 行 33 953 464 9,736 142.0 2,853 51,569 82.4 45 593 160.6

地 方 銀 行 計 927 14,785 11,729 185,105 142.4 82,314 1,026,177 86.8 1,299 14,312 170.1

み ず ほ 信 託 銀 行 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

信 託 銀 行 計 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

も み じ 銀 行 0 0 0 0 0.0 23 200 82.4 0 0 0.0

西 京 銀 行 0 0 7 104 135.5 113 1,452 76.4 2 11 1,968.8

福 岡 中 央 銀 行 95 1,236 1,551 23,706 169.3 10,765 108,682 88.2 201 1,557 125.4

佐 賀 共 栄 銀 行 7 98 58 674 136.6 341 2,724 92.6 8 116 1,432.1

長 崎 銀 行 0 0 1 25 0.0 1 22 0.0 0 0 0.0

熊 本 銀 行 1 20 44 481 161.2 214 2,371 88.0 2 29 90.2

豊 和 銀 行 3 74 21 404 147.0 124 1,830 89.6 0 0 0.0

宮 崎 太 陽 銀 行 0 0 0 0 0.0 5 40 81.2 1 2 0.0

南 日 本 銀 行 0 0 14 311 171.6 89 1,178 82.1 5 58 0.0

第 二 地 銀 協 加 盟 行 計 106 1,427 1,696 25,705 167.5 11,675 118,499 88.1 219 1,774 135.6

信 金 中 央 金 庫 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

西 中 国 信 用 金 庫 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

福 岡 信 用 金 庫 31 339 457 5,134 183.4 2,602 22,173 90.2 65 387 111.4

福 岡 ひ び き 信 用 金 庫 112 1,079 1,552 16,597 142.9 8,092 70,427 89.8 157 1,419 187.3

大 牟 田 柳 川 信 用 金 庫 25 273 365 3,041 167.3 2,245 17,401 86.8 24 123 169.7

筑 後 信 用 金 庫 33 358 519 4,427 146.6 3,370 21,345 89.4 48 365 236.2

飯 塚 信 用 金 庫 26 406 458 6,991 240.8 2,463 22,546 94.2 22 89 33.5

田 川 信 用 金 庫 4 7 76 702 349.9 447 3,079 97.8 7 39 64.2

大 川 信 用 金 庫 15 170 308 4,244 191.1 1,746 15,410 83.1 25 214 219.6

遠 賀 信 用 金 庫 46 294 572 4,613 141.5 3,175 21,562 90.8 51 310 187.0

唐 津 信 用 金 庫 0 0 0 0 0.0 2 5 82.4 0 0 0.0

佐 賀 信 用 金 庫 0 0 0 0 0.0 5 29 81.3 0 0 0.0

熊 本 中 央 信 用 金 庫 0 0 4 13 72.2 5 13 61.9 0 0 0.0

大 分 み ら い 信 用 金 庫 0 0 4 38 253.3 10 81 127.3 0 0 0.0

信 用 金 庫 計 292 2,924 4,315 45,800 164.3 24,162 194,071 89.7 399 2,946 152.6

保証承諾 保証債務残高 代位弁済

年度累計 当月末 年度累計当月中
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金融機関別業務状況  －令和６年１月－
№２

（単位：百万円）

件数 金額 件数 金額 前年比(％) 件数 金額 前年比(％) 件数 金額 前年比(％)

横 浜 幸 銀 信 用 組 合 0 0 11 339 295.0 121 2,426 89.9 1 15 0.0

朝 銀 西 信 用 組 合 0 0 6 61 0.0 66 513 91.5 1 2 5.4

福 岡 県 医 師 信 用 組 合 0 0 2 40 0.0 28 545 79.0 0 0 0.0

福 岡 県 信 用 組 合 25 160 495 3,089 170.9 4,167 23,871 89.2 34 178 55.2

信 用 組 合 計 25 160 514 3,529 183.6 4,382 27,355 89.0 36 195 53.9

商 工 組 合 中 央 金 庫 3 72 16 216 80.5 200 2,652 86.0 2 28 56.8

農 林 中 央 金 庫 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

日 本 政 策 投 資 銀 行 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

日 本 政 策 金 融 公 庫 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

政 府 系 銀 行 計 3 72 16 216 80.5 200 2,652 86.0 2 28 56.8

九 州 労 働 金 庫 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

労 働 金 庫 計 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

保 険 会 社 計 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

福岡県信用農業協同組合連合会 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

粕 屋 農 業 協 同 組 合 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

福岡市東部 農業 協同 組合 0 0 0 0 0.0 4 62 89.4 0 0 0.0

福 岡 市 農 業 協 同 組 合 0 0 3 11 185.2 24 49 97.7 0 0 0.0

福 岡 八 女 農 業 協 同 組 合 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

北 九 州 農 業 協 同 組 合 0 0 0 0 0.0 1 1 68.1 0 0 0.0

福 岡 京 築 農 業 協 同 組 合 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

農 協 計 0 0 3 11 185.2 28 111 92.9 0 0 0.0

S B I 新 生 銀 行 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

あ お ぞ ら 銀 行 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

Ｓ Ｂ Ｊ 銀 行 0 0 0 0 0.0 2 13 100.0 0 0 0.0

そ の 他 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

合 計 1,354 19,418 18,301 261,264 148.1 123,191 1,375,842 87.3 1,967 19,539 159.9

※個々の金額の合計には四捨五入の関係から必ずしも合計値と一致しません。

保証承諾 保証債務残高 代位弁済

当月中 年度累計 当月末 年度累計
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